









































































































































































































のであったん 19 7 0年を境児教育を受ける側からの論理に立って教育を考える方向が広くみ
られるよう Kなった（→「国民の学習権Jf国民の教育権u）。これは教育を受けるmuがその教
育を主体的陀受けとめることをとおして、自己の教育意思を表現することを意味している。
それは法一行政というルートでの意思形成だけでなく、自介たちが受けている教育そのものK対
して直接表明する意思として、したがってこれを制度と組織のうえで保障する条件を要求するも
のとして展開されてきているo 少なくてもそれは自らの教育意思を何らかの形で学校経営托反映
させようとする遥動をふくんでいることは事実である。
この現実を教職員がどううけとめ、対応していくかということが学校経営の新しい課題として
提起きれているといってよL、。
職員会議を学校内の自治組織として制度化することだけでこれ陀こたえていくことは無理であ
ろう。というのは職員会議は教職員の教育意思決定の組織と三考えるのが妥当であり、それはうえ
でみたような課題陀こたえていくものとは別な独自な役割をもち、独自な組織であるからである。
職員会議をすべての教職員の教育意思を形成する場としてっくりかえていくことが当面の課題で
あるが、との作業とともに教育の社会的自治を学校経営のなかで確立する道を発見することが大
切で、ある。これはいわば教育行政の意思と専門的意思、学校の教育に直接・間接K利害を受けて
いる子ども・父母・住民そして団体とく陀当面は父母の教育意思を学校経営のなかでとり結び、
それらを調整するものとして構想することである。
筆者はこのことを考えていくためにソピエトの学校経営にみられる教育協議会（Pedagogiche-
skij Sovet）を分析して、そこでの教育の住民自治の構想をみていく必要を感じている。そ
れととも陀、わが国の学校殺営のなかでこのような経験があったかどうか、もしあったとしたら
その分析と評価、そのような試みの現状の分析をしてL、かねばならないと思凡さら陀世界各国
の学校経営のこのような経験を比較していくことも必要である。これは共同研究陀よらなければ
ならないだろう。
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